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宮城県における有害大気汚染物質調査
Study on Hazardous Air Pollutants in Miyagi Prefecture
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　平成 10 年度から平成 17 年度までの有害大気汚染物質モニタリング事業の測定結果から，濃度分布，経年変化，地域特性等に
ついてまとめた。環境基準が設定されている物質については，近年はいずれも環境基準を下回っており横ばい傾向または減少傾向
が見られた。指針値が設定されている物質については，いずれの物質も指針値を下回っていたが，調査地点によっては全国平均を
上回る物質が見られた。指針値が設定されていない物質についても地点によっては米国環境保護庁の 10－ 5 リスク換算値を超える
物質も見られた。また，測定項目間の相関関係は，自動車排出ガスの影響が考えられる物質間についてやや強い相関が見られた。
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1　はじめに
　平成 8 年 5 月の大気汚染防止法の改正に伴い，国及び地
方公共団体は有害大気汚染物質による大気汚染状況の把握
に努めなければならないと定められ，本県では平成 9 年 10
月から県内 4 地点において有害大気汚染物質のモニタリン
グ調査を開始し，現在環境省が定める「優先取組物質」22
物質のうち 19 物質について測定を実施している。これらの
物質のうち，ベンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロエ
チレン，ジクロロメタンの 4 物質については環境基準が設定
され，アクリロニトリル，塩化ビニルモノマー，水銀，ニッケル，
クロロホルム，1,2 －ジクロロエタン，1,3 －ブタジエンの 7 物
質については指針値が設定されている。測定開始後 2 ヶ年
間の調査結果から環境基準達成状況や各調査地点における
自動車排出ガスの影響等について報告したが１），今回さらに
平成 17 年度までの調査結果を基に年平均値による濃度分
布，経年変化，地域特性等について概要を報告する。

　2.2　試料採取及び分析方法
　環境省の「有害大気汚染物質測定方法マニュアル２）～４）」
に従い実施した｡ 表 2 に対象物質の採取方法及び測定方
法の概要を示した。
　1）揮発性有機化合物
　揮発性有機化合物（以下，VOCs）は真空化した 6L キャ
ニスター容器を用い大気試料を 24 時間採取，大気試料
濃縮装置（Tekmar 社 AUTOCan）により試料を導入しガ
スクロマトグラフ質量分析法（以下 GC ／ MS，HP 社製
HP6890 ＋日本電子社製 JEOL JMS-AM Ⅱ 15）により分
析を行った｡
　2）アルデヒド類
　大気試料を 0.1 l/min の流速で DNPH 捕集管に 24 時
間採取，アセトニトリルで溶出し高速液体クロマトグラフ法

（HPLC；Waters，alliance PDAシステム）により分析を行った。
　3）ベンゾ [a] ピレン
　大気試料をハイボリュームエアーサンプラにより石英

2　方　法
　2.1　調査地点及び調査期間
　調査地点の概要を図 1 及び
表 1 に示した。県内 4 地点（一
般環境 2 地点，沿道 1 地点，発
生源周辺 1 地点）において平成
10 年 4 月から平成 18 年 3 月ま
でを調査対象期間とした。 図 1　調査地点

表 1　調査地点の概要

表２　試料採取方法及び分析方法の概要
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繊維ろ紙上に 700 l/min の流速で 24 時間採取，ろ紙にジ
クロロメタンを加え超音波抽出した後アセトニトリルに転溶
し， GC ／ MS（島津，QP2010）により分析を行った。
　4）金属類
　ベンゾ [a] ピレンと同様に大気試料を石英繊維ろ紙上に
採取，圧力容器を用いて酸分解後，誘導結合プラズマ質
量分析法（ICP/MS，日立 P-5000 型）により分析を行った。
　5）酸化エチレン
　大気試料を 0.7 l/min の流速で捕集管（ORBO 78）に
24 時間採取，トルエン／アセトニトリル抽出した後，

GC ／ MS（島津，QP2010）により分析を行った。
　6）水　銀
　大気試料 0.5 l/min の流速で金アマルガム捕集管に 24
時間採取，加熱気化冷原子吸光法（日本インスツルメン
ツ社，WA-4）により分析を行った。

3　結果と考察
　調査結果（年平均値）の概要を表 3 に示した。年平均
値は原則として 12 回の測定結果を算術平均して算出し
た。なお，平均値の算出にあたり検出下限値未満の場合

表３　各地点の調査結果概要（年平均値）

図 2–1　トリクロロエチレン濃度の年平均 図 2–2　テトラクロロエチレン濃度の年平均値の推移

図 2–3　ベンゼン濃度の年平均値の推移 図 2–4　ジクロロメタン濃度の年平均値の推移

図 2–5　アクリロニトリル濃度の年平均値の推移 図 2–6　塩化ビニルモノマー濃度の年平均値の推移
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は検出下限値の 1 ／ 2 値を用い，検出下限値以上で定量
下限値未満の場合は測定値を用いた。
　3.1 年平均値の濃度推移
　県内 4 地点における各物質濃度の年平均値と全国の年
平均値５）の推移を図 2–1 ～図 2–19 に示した。
　1）VOCs
　トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンについて
は，環境基準（200µg/㎥）を大きく下回っており全国
平均と比較しても低めに推移していた（図 2–1，図 2–2）。
すべての地点でトリクロロエチレンは横ばい傾向が見ら
れ，テトラクロロエチレンは減少傾向が見られた。ベン
ゼンについては，平成 10 年度と 11 年度に沿道の名取
において環境基準（3µg/㎥）を上回ったが，全国平均
と同様に各地点とも年々減少傾向が見られた（図 2–3）。
要因として平成 11 年 7 月に移動発生源である自動車の
ガソリン中ベンゼン含有量を 5％以下から 1％以下に引
き下げる法改正が行われた影響が考えられた。ジクロロ
メタンについては，トリクロロエチレン，テトラクロロ
エチレンと同様に環境基準（150µg/㎥）を大きく下回っ
ているが，名取と塩釜で特異的な推移が見られ（図 2–4），
近傍に発生源があることなどの要因が推察された。
　以下指針値が設定されている物質については，アクリロ
ニトリルが指針値（2µg/㎥）を大きく下回っているが，塩

釜，大崎で特異的な推移をしており全国平均を上回る年度
が見られた（図 2–5）。塩化ビニルモノマーについても指針
値（10µg/㎥）を大きく下回っており，全国平均と同様に減
少傾向が見られた（図 2–6）。クロロホルムについては，指
針値（18µg/㎥）を下回っているが，大河原を除いた３地
点で米国環境保護庁（以下，EPA）が設定したユニットリ
スクに基づく10–5 リスク換算値 0.4µg/㎥を超えている年度
が見られ，特に名取では全国平均と比較しても高めに推移
していた（図 2–7）。1,2–ジクロロエタンについては，全国
平均と同様に減少傾向が見られた（図 2–8）。1,3–ブタジエ
ンについては，指針値（2.5µg/㎥）を下回っていたが，沿
道の名取で EPA のユニットリスクに基づく10–5 リスク換算
値 0.3µg/㎥を超えている年度が多く全国平均と比較しても
高めに推移していた（図 2–9）。
　2）アルデヒド類
　アセトアルデヒドについては，ほぼ横ばい傾向であり
名取，塩釜で全国平均より高い年度が見られた（図 2–
10）。ホルムアルデヒドについては，同様にほぼ横ばい
傾向が見られたが，1,3–ブタジエンと同様にディーゼル
車等からの排出ガスの影響が考えられる沿道の名取で他
の地点より高めに推移し全国平均も上回っていた（図 2
–11）。また，全地点で EPA の 10–5 リスク換算値 0.8µg/
㎥を超えていた。

図 2–8　1,2–ジクロロエタン濃度の年平均値の推移

図 2-9　1,3–ブタジエン濃度の年平均値の推移 図 2-10　アセトアルデヒド濃度の年平均値の推移

図 2–11　ホルムアルデヒド濃度の年平均値の推移 図 2–12　ベンゾ [a] ピレン濃度の年平均値の推移

図 2–7　クロロホルム濃度の年平均値の推移
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　3）ベンゾ [a] ピレン
　ベンゾ [a] ピレンについては，全国平均と同様に減少
傾向が見られ（図 2–12），17 年度は WHO 欧州地域事務
局のガイドライン値 0.11ng/㎥レベルまで減少している。
　4）金属類
　ニッケル，ヒ素，ベリリウム，マンガン，クロムの 5
物質は平成 15 年度から 17 年度までの 3 ヶ年についてま
とめた。ニッケルについては，指針値（25 ng/㎥）を下回っ
ているが，大崎において 15 年度，16 年度に全国平均よ
り濃度が高くなっていた（図 2–13）。これは近傍の石油
燃焼施設（コージェネレーションシステム）の影響が考
えられたが，17 年度には減少しており燃料高騰等によ
る使用制限も要因の一つと考えられた。ヒ素について
は，大崎で全国平均より高い年度もあったが，17 年度

図 2–13　ニッケル濃度の年平均値の推移

図 2–14　ヒ素濃度の年平均値の推移

には全地点で全国平均を下回っており（図 2–14），EPA
の 10–5 リスク換算値 2 ng/㎥以下であった。ベリリウム
については，全国平均より高く示されているが（図 2–
15），測定値はいずれも検出下限値以下であった。質量
が軽い元素については ICP/MS の感度が悪く，低い下
限値が得られなかったのが原因であった。マンガンにつ
いては，沿道の名取が他の 3 地点と比較し高めに推移し
ていた（図 2–16）。クロムについては，いずれの地点に
おいても全国平均以下であったが，EPA の 10–5 リスク
換算値 0.8 ng/㎥よりは高めに推移していた（図 2–17）。
水銀については，17年度のみであるが，指針値（40 ng/㎥）
及び全国平均以下であった。
　5）酸化エチレン
　酸化エチレンについては，いずれの地点においても全
国平均よりも高めに推移していた（図 2–19）。原因は明
らかでないが，今後近傍における発生源追跡等の必要が
あると考えられた。
　3.2　測定項目間の相関行列
　調査地点ごとの特性を把握するため，各測定項目間の
相関行列を表 4–1 ～表 4–4 に示した６）。データは 15 年
度から 17 年度の 3 ヶ年のものを用い，ベリリウムにつ
いてはすべてのデータが検出下限値以下であること，水
銀については 17 年度のみのデータであることから対象

図 2–15　ベリリウム濃度の年平均値の推移

図 2–16　マンガン濃度の年平均値の推移 図 2–17　クロム濃度の年平均値の推移

図 2–18　水銀濃度の年平均値の推移 図 2–19　酸化エチレン濃度の年平均値の推移
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からはずし解析を行った。大河原においては，アセトア
ルデヒド，ホルムアルデヒドで強い相関が見られたほか，
ベンゼン，1,3–ブタジエン及びベンゾ [a] ピレンの間で
やや強い相関があり自動車排出ガスの影響が大きいと考
えられた。アルデヒド類については，名取と塩釜におい
てもやや強い相関が見られたが，大崎においては相関関

係がないことから他の 3 地点とは異なる発生要因が考え
られた。ベンゼン，1,3–ブタジエン及びベンゾ [a] ピレ
ンの関係については，大崎においてもやや強い相関が見
られたが，道路及び近傍の石油燃焼施設の影響が考えら
れた。金属類については，名取と塩釜で金属間の弱い相
関が見られた。

表 4–1　測定項目間の相関行列（大河原）

表 4–2　測定項目間の相関行列（名取）

表 4–3　測定項目間の相関行列（塩釜）

表 4–4　測定項目間の相関行列（大崎）
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　3.3　主成分分析
　調査地点ごとの特性を把握するため主成分分析を行
い，各地点における固有値，寄与率を表 5 に，第 2 主成
分までの負荷量を表 6 に示した 6）。表 5 をみると第 1 主
成分の寄与率は 23.4%（大崎）～ 29.6%（塩釜）の範囲
であり累積寄与率は各地点とも第 5 主成分までに 70%
前後に達していた。各主成分が少しずつ影響を与えてお
り測定地点，季節的変動，物質の用途など多くの要因が
係わっていると考えられた。次に表 6 をみると第 1 成分
についてはほとんどの物質が正の符号であり，大河原で
はベンゼン，1,3–ブタジエン，ジクロロメタン，トリク
ロロエチレン，テトラクロロエチレンの VOCs に加え
ベンゾ [a] ピレンとマンガンの負荷量が高かった。名取
ではベンゼン，1,3–ブタジエン，トリクロロエチレン等
の VOCs とヒ素の負荷量が高く，塩釜ではテトラクロ
ロエチレン，ベンゾ [a] ピレンのほかに金属類の負荷量
が高かった。大崎ではベンゼン，1,3–ブタジエン，ベン
ゾ [a] ピレンの負荷量が高かった。また第 2 主成分につ
いて，大河原では負の符号でアルデヒド類の負荷量が高
く，名取では金属成分の負荷量が高かった。

表５　各地点における主成分の固定値，寄与率，累積寄与率

表６　各地点における主成分負荷量

4　まとめ
　宮城県内における平成
10 年度から平成 17 年度ま
での有害大気汚染物質モニ
タリング事業の測定結果を
まとめ，濃度分布，経年変
化，地域特性等について概
要を把握した。

茨　環境基準が設定されている 4 物質については，調
査開始当初名取でベンゼンが環境基準を超える年度も
あったが，近年はいずれも環境基準を下回っており横
ばい傾向または減少傾向が見られた。
芋　指針値が設定されている VOCs については，いず

れの物質も指針値を下回っていたが，塩釜と大崎のア
クリロニトリル，名取のクロロホルムで全国平均を上
回る年度が見られた。また，地点によっては EPA の
10–5 リスク換算値を超える物質も見られた。
鰯　アルデヒド類，ベンゾ [a] ピレンについては，沿道

の名取で全国平均を上回る年度が多く自動車排出ガス
の影響が考えられた。
允　金属類については，大崎のニッケルで全国平均を

上回る年度が見られたが，ほとんどは全国平均以下
であった。しかし，クロムのようにすべての地点で
EPA の 10–5 リスク換算値を超える物質も見られた。
印　酸化エチレンについては，いずれの地点においても

全国平均を上回っていた。
咽　測定項目間の相関関係は，自動車排出ガスの影響が

考えられる物質間についてやや強い相関が見られた。
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